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公益財団法人函館地域産業振興財団 

 

  



 

内  容 

 

 

１ 管理に係る業務の実施状況に関する事項 

 （１）指定管理業務の基本的な運営方針に基づく指定管理業務の実施状況 

 （２）組織体制、人員配置、研修等の実績 

 （３）事業等の実施項目、年間スケジュール等に対する実績及び各業務の実施計画に対する実績 

  

２  北海道立工業技術センターの使用状況に関する事項 

 （１）室、試験研究機器ごとの区分別使用者数の状況 

 （２）使用の承認及び取消し等の状況 

  （３）使用料金の減免に係る減免区分別の申請件数及び減免の件数等 

 

３  使用料の収入の実績に関する事項 

   室、試験研究機器ごとの区分別収入実績等（別途委託契約と関連） 

 

４ 管理に係る経費の収支状況に関する事項 

   年次収支計画書に記載した次に掲げる事項に係る実績 

 （１）年間収支計画（指定管理業務に係る収入（使用料金等）及び支出（業務に係る経費等） 

    の年間計画）の実績 

  （２）年次収支計画・実績書 

  （３）年間収支計画に関する内訳、注記その他必要な事項 

 

５ 管理の目標に係る達成状況に関する事項 

 （１）管理の目標の達成状況 

 （２）目標達成のため講ずべき措置等の実施状況 

 

６ その他知事が必要と認める事項 

 （１）北海道が実施した満足度調査の結果及びこれに対する改善措置等の状況（改善措置、次 

    年度業務計画への反映等） 

 （２）指定管理者が自ら実施した利用者ニーズの把握のための取組の実績、苦情・意見等の内 

    容及び対応の概要（改善措置、次年度業務計画への反映等） 

  （３）その他必要な事項 

 



 

１ 管理に係る業務の実施状況に関する事項 

 

（１）指定管理業務の基本的な運営方針に基づく指定管理業務の実施状況 

  ①北海道立工業技術センターの設置目的 

    地域における工業技術の高度化を促進し、北海道経済の発展を図る。 

 

  ②目 的（上記設置目的を具体化するため、管理運営事業を通じて達成しようとする成果） 

   ア 利用者（試験分析業務等を行う財団を含む。）が常に快適に利用できるよう、本施設 

     及び敷地の適切な管理を行いながら、サービスの向上とともに利用促進を図る。 

   イ 本施設の利用状況を常に把握し、効率的な保守・点検及び警備等を実施し、事故、犯 

     罪等を未然に防止する。 

 

  ③基本方針等 

   ア 基本方針 

       地域における工業技術の高度化の促進を図ることを目的とした施設という設置理念 

      に基づき、適切な管理運営を行った。 

   イ 運営方針 

       利用者ニーズを踏まえ、企業等の利用促進を図るとともに、地域における工業技術 

      の高度化の促進を図るという設置目的を達成するように配慮した。なお、本施設の 

      目的を推進するため、本施設において公益財団法人函館地域産業振興財団（以下 

      「財団」という。）が、道等から補助を受けて研究開発等業務を、また道から委託 

      を受けて試験分析業務を行っており、運営にあたっては充分に調整を図った。 

   ウ 維持管理方針 

     a  利用者（試験分析業務等を行う財団を含む。）が常に快適に利用できるよう、施 

       設等の衛生管理及び敷地の適切な管理を行った。（詳細は１（３）のとおり。） 

      ・対応マニュアルや試験研究機器と担当研究員の一覧表を常備し、迅速かつ丁寧な 

       対応を行った。 

     b   施設の利用状況を常に把握し、効率的な保守・点検及び警備等を実施し、事故、 

       犯罪等を未然に防止した。 

      ・各室毎の点検項目を記した安全点検簿に毎日点検結果を記入し、職員全員で日々 

       の安全点検を心がけた。 

・機械警備のほか、委託業者による休館日の施設内外の巡回を行った。 

     c  試験研究機器は、一般利用者への開放と財団が補助業務や委託業務として行う試験研

究等とで共用しているため、両者の利用に支障のないように調整を行った。 

      ・財団職員が一括して行うことにより、円滑かつ容易に調整を行えた。 

 

 

 

 

 



 

（２）組織体制、人員配置、研修等の実績 

     ①組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

役職名 業務内容 

理事長  財団理事長                                                

センター長   指定管理業務の統括 

副センター長 指定管理業務の副統括     

事務局長 事務及び業務の掌理、職員の指揮監督 

総務企画部長 企業支援業務、企画調整業務、経理事務及び所属職員の指揮監督 

使用料・手数料徴収  

研究開発部長   センター管理運営、研究開発や試験分析等業務の掌理、所属職員の

指揮監督 



 

（３）事業等の実施項目、年間スケジュール等に対する実績及び各業務の実施計画に対する実績 

実施項目 実施計画、年間スケジュール等 実  績 

 

１ 会議室・研修室の貸出業務 

 ①使用提供業務 

 

・使用者の平等な使用を確保する。

・使用者窓口に必要人員を配置し、

適切かつ丁寧に対応する。 

・使用承認する場合、設置条例に照

らし適当であることを確認する。 

・使用提供業務に総務企画部職員（

補助職員含む３名）を配置し、各業

務について常時適正に実施した。 

 

・設置条例に基づき、使用を拒否し

、又は取り消し、制限・停止した場

合は、その記録を作成し、道に報告

する。 

令和８年１月２１日(水)開催予定であ

った研修会について、当日午前、講

師搭乗予定の航空機が天候不良によ

り欠航。開催中止とし使用を取り消

した。３月１０日再開催。 

・試験研究業務で使用する財団と調

整する。 

・常に試験研究業務の進捗状況を確

認しながら適正に調整した。 

・使用者に使用方法等を説明する。 

 

 

・基本的な使用方法を指導し、不明

な点についての補足説明も丁寧に行

った。 

・使用者による原状回復を確認し、

最終整理を行う。 

 

・常に正常かつ安全な状態で使用で

きるよう、安全点検を適切に実施し

た。 

 

②使用料の収受等 

（業務委託事項 

 

 

・使用承認を行った場合、使用者よ

り設置条例で定める使用料を徴収す

る。 

・使用料を徴収した場合、即日、道

に納入することとし、金融機関の営

業時間中に納入することが不可能な

場合は、金融機関の翌営業日（又は

工業技術センターの開館日）に道に

納入する。 

 

・徴収した使用料は、可能な限り当

日中に道に納入した。当日中の処理

が不可能であった場合には、金融機

関の翌営業日（又は工業技術センタ

ーの開館日）に納入した。 

 

 

２ 試験研究機器の貸出業務 

 ①使用提供業務 

 

・使用者の平等な使用を確保する。

・使用者窓口に必要人員を配置し、

適切かつ丁寧に対応する。 

・使用承認する場合、設置条例に照

らし適当であることを確認する。 

・使用提供業務に総務企画部職員（

補助職員含む３名）を配置し、各業

務について常時適正に実施した。 

 

・設置条例に基づき、使用を拒否し

、又は取り消し、制限・停止した場

合は、その記録を作成し、道に報告

する。 

・該当事例なし。 

 

・試験研究業務で使用する財団と調

整する。 

・常に試験研究業務の進捗状況を確

認しながら適正に調整した。 

・使用者が円滑に使用できるよう、

試験研究機器すべてに精通し、使用

方法等を説明するとともに、必要な

指導、助言を行う。 

・研究開発部職員により、基本的な

使用方法の説明や指導を実施すると

ともに、使用者の使用目的に応じた

効果的な使用方法について助言した

。 

・新たに道が導入する一般使用に供

する試験研究機器も使用法を把握し

、使用に供する。 

・pHメーター、データロガー、3D設

計解析システム等、新たに導入した

１５機器の使用法を把握した。 

・使用者の誤使用を防止し、適正な ・研究開発部職員による丁寧な指導



 

結果を導き出せるよう使用状況を確

認する。 

・使用者による原状回復を確認し、

最終整理を行う。 

・消耗品の使用状況を財団に報告す

る。 

を行い、各業務について適正に実施

した。 

 

 

 

 

 

②使用料の収受等 

（業務委託事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・使用承認を行った場合、使用者よ

り設置条例で定める使用料を徴収す

る。 

・使用料を徴収した場合、即日、道

に納入することとし、金融機関の営

業時間中に納入することが不可能な

場合は、金融機関の翌営業日（又は

工業技術センターの開館日）に道に

納入する。 

 

・徴収した使用料は、可能な限り当

日中に道に納入した。当日中の処理

が不可能であった場合には、金融機

関の翌営業日（又は工業技術センタ

ーの開館日）に納入した。  

 

 

３ 施設設備等の維持管理  

    対象範囲： ①土 地 

               ②建 物：事務研究棟、試験棟、第２試験棟、渡り廊下、階段室及び試験研究  

           に供する機器及び物品等を除いた下記の設備等 

               ③工作物：地下埋設中和処理施設、国旗掲揚塔、掲示板、外灯Ａ、外灯Ｂ、電  

           柱、ハンドホール、電話ハンドホール 

               ④備品等：会議室、研修室、事務室（指定管理者占有分）、共用スペース等の  

           備品 

 

 

 

①室の環境維持等 

 

 

 

 

 

 

 

・省エネを推進する。 

・分煙対策を講じる。 

・恒温恒湿室等、試験研究業務で一

定の環境を保つ必要がある室につい

て、財団と調整し、室の環境維持を

図る。 

 

 

・計画的な冷暖房運転、長時間使用

しない機器類の電源停止や休み時間

の消灯等、省エネ対策を実施した。 

・令和元年度７月より、敷地内全面

禁煙としている。 

 

②施設・設備の修 

繕 

 

 

 

 

 

 

 

・各部材の劣化、破損、変形等につ

いて日常的に点検し、迅速に修理・

修繕等を行い、機能上、安全上、美

観上良好な状態に保つ。 

 

・始業終業時の点検を実施し、必要

な修繕等の対応を、迅速適切に行っ

た。 

・指定管理者の責めに帰する破損は

、道に報告するとともに、速やかに

修理・修繕を行う。 

・災害等の復旧 

・該当事例なし。 

 

 

③工作物・建築設 

備保守点検・検査 

 

 

 

・法令の定めに従い点検し、必要な

対応を行う。 

・その他施設・設備維持のための必

要な検査を行う。 

 

・ボイラー等、設備の点検を適正に

実施した。 

 

 

 

④安全・衛生管理 

 警備等 

 

 

 

 

 

・日常、施設の使用状況等を常に把

握する。 

・定期的又は不定期的に巡視・点検

を行う。 

・夜間及び閉館日は、機械警備によ

り、館内を管理する。（死角が生じ

 

・施設内外の異常発生なし。平日は

職員による施設内外の巡視を行って

異常の有無を確認し、その状況を記

録管理した。また、常に来館者を把

握し、適切な利用指導を行うととも

に、犯罪や事故の防止に努めた。 



 

ないよう、センサーを配置） 

・施設外の状況について、カメラを

配置するなどし、事故・犯罪を未然

に防止するとともに、万一の事態に

は原因を把握できるようにする。（

人員配置の提案も可能とする） 

 

夜間、閉館日は警備会社による委託

管理（機械警備及び閉館日の巡回）

を適切に実施した。 

 

 

④安全・衛生管理 

 清掃 

 

 

 

 

・清掃は、日常、定期、特別清掃を

適宜に組み合わせた作業計画を策定

、実施する。 

・施設を清潔に保つ。 

 

 

・専門業者の委託管理により、日常

清掃、特別清掃（硝子サッシ内清掃

等）を実施した。 

職員には、常に施設内外の整理整頓

を指示し、実施した。 

 

④安全・衛生管理 

 ごみ処理 

 

 

・定期的に塵芥処理を行う。 

・廃棄物の発生抑制、適正処理を行

う。 

 

・各種塵芥については、資格を有す

る専門業者による運搬、処理を、週

２回程度の割合で適切に実施した。 

 

④安全・衛生管理 

 芝生管理 

 

 

 

・芝刈りは、安全及び衛生を保持す

るために行う。 

・樹木の倒壊等、安全上、衛生上の

管理をする。 

 

・専門業者により、敷地内の緑地、

樹木の植栽管理及び清掃を行い、施

設の美観を維持した。 

 

 

④安全・衛生管理 

 除雪 

 

 

 

 

 

・車輌及び人の通行に支障が無いよ

うにするとともに排雪を行う。 

 

 

 

 

 

・冬期間の降雪時でも利用者が快適

に施設、設備を利用できる状態を確

保するため、また災害時及び緊急時

の避難経路を確保するため、専門業

者による除雪と職員による除雪を実

施した。 

 

⑤備品・消耗品の 

 管理 

 

 

 

 

 

 

・善良な管理者の注意をもって管理

する。 

・指定管理業務用電話機を設置する

。 

 

・備品については、丁寧な扱いを指

示し、消耗品については残量を的確

に把握し、無駄のない管理を行った

。 

 

・廃棄等の異動が生じる場合（使用

による消費材は除く。）は、道へ報

告する。 

・該当事例なし。 

 

 

 

４ 事故処理等  

 ①事故処理等 

 

・工業技術センター内での事故発生

（事故、盗難、急病人やけが人）時

には、直ちに被災者へ必要な措置を

施し、管轄の警察署等関係機関へ連

絡・通報するなどの適正な事故処理

を行うとともに速やかに道に報告す

る。  

・事故後の安全対策を適切に行う。 

・事前に関係機関も含めた適正な緊

急時連絡体制を確立する。 

 

・令和８年２月２６日(木)、当財団研

究員が企業からの相談対応でマシン

を操作中、企業より借用中の金属製

ステージが破損し、破片が飛来。左

眉外側部に出血を伴う裂傷を負った

。 

 

 

 

 

 



 

 

 

    

    

    

   

  

 

 

 

 ②災害時対応 

 

 

・災害、事故等により施設の使用が

不可能と認められる場合、又は、施

設の管理上やむを得ない場合で緊急

を要する場合において、あらかじめ

知事の了解を得ることが困難である

場合は、供用時間の変更、施設の利

用禁止、立入禁止区域の設定、その

他必要な措置を講ずる。 

・地震等の災害時には、使用者の誘

導等安全確保を万全に行う。 

・災害等により、施設等に毀損が生

じる恐れがあるときは、応急措置す

るとともに、損害を最小限にするよ

う努める。 

・速やかに道に報告する。 

・12月8日青森県東方沖にてM7.5の地

震発生。函館市美原観測地は震度4。

状況については報告済。機器の破損等

は確認されず。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 庶務等 

 

 

①電話・郵便物 

 

・工業技術センターあて電話及び郵

便物は、率先して対応する。（財団

あても多数想定されることから、財

団と協力して対応する） 

・電話、郵便物共に適切な部署や担当

者に迅速な取り次ぎを行った。 

 

②広報 

 

・試験研究業務に支障の無い範囲で

、一般使用を積極的に推進する。 

 

 

・財団が管理・作成している工業技術

センターホームページ上に機器の紹介

記事を掲載した他、研究開発部と連携

を図り、適宜適正に処理した。 

③見学者・来客者 

への対応 

 

 

・見学希望者に対しては、積極的か

つ親切に対応する。 

・工業技術センターの試験研究内容

を把握し、施設の概要が説明ができ

る。 

・試験研究を行う財団と事前に調整

を図る。 

・試験研究の具体的説明が必要な場

合、財団と共同で対応する。 

・見学希望者毎にニーズに合せた見学

コースを設定し、適切な研究職員が案

内役を務めた。 

 

 

 

 

 

 

 

④その他 

 

 

 

・指定管理業務に伴う財務・契約及

び記録管理業務等は、別途、適切に

管理する。 

・苦情に対し迅速かつ適切に対応し

、速やかに道に報告する。 

・利用状況や実績報告等、道が必要

とする資料を作成し、期限までに道

に報告する。 

 

・財務・契約・記録管理業務等は、財

団全体で適切に対処した。 

・道が必用とする資料については、迅

速に作成し、提出した。 

 

 

６ その他    

 

 

・指定管理者は、本施設が試験研究

施設としての性格を有することを認

識し、財団が行う研究開発や試験分

析業務が円滑に行われるよう、常に

財団と連携を図り、また、必要な業

務を行うものとする。    

 

・研究開発業務や試験分析業務の進捗

状況を把握し、試験研究施設としての

機能を損なわぬよう、常に綿密な調整

を行った。 

 

 

 

 

 



 

    施設の定期点検  

期別 
項目 

第一四半期 第二四半期 第三四半期 第四四半期 要求水準 
（回数） ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

電気設

備等精

密保守

点検 

21日 

実施済 

26日 

実施済 

9日 

実施済 

15日 

実施済 

27日 

実施済 

19日 

実施済 

31日 
実施済 

※年次 

25日 

20日 

実施済 

22日 

実施済 

28日 

実施済 

25日 

実施済 

17日 

実施済 

月１回 

及び 

年１回 

ボイラ

ー検査 
      

事務研

究棟 
27日 

第2試

験棟 

22日 
    

 

年１回 

 

地下重

油タン

ク、配

管漏洩

検査 

            
廃止によ

り不要 

ボイラ

ー運転

管理 

センター開館日に毎日実施 毎日 

ボイラ

ー保守

管理 
センター開館日に毎日実施 毎日 

排水処

理施設

保守点

検 

8日 

実施済 

12日 

実施済 

6日 

実施済 

8日 

実施済 

8日 

実施済 

8日 

実施済 

9日 

実施済 

10日 

実施済 

10日 

実施済 

14日 

実施済 

10日 

実施済 

18日 

実施済 

 

月１回 

 

受水層

清掃 
     

第２試

験棟 

18日 
実施済 

     

事務研

究棟  

18日 
実施済 

年１回 

給水水

質検査 
     

18日 

実施済 
     

18日 

実施済 
年２回 

空気環

境測定 

14日 

実施済 
 

17日 

実施済 
 

22日 

実施済 
 

20日 

実施済 
 

18日 

実施済 
 

25日 

実施済 
 年６回 

空調機

エアフ

ィルタ

ー交換

・清掃 

清掃は

毎月実

施 
            

 

 

 



 

期別 

項目 

第一四半期 第二四半期 第三四半期 第四四半期 
要求水準 

（回数） 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

屋内消

火栓設

備点検 
     

10日 
実施済 

     
18日 

実施済 
年２回 

自動制

御機器

維持点

検 

       
17日 

実施済 
    年１回 

火災報

知器点

検 
     

10日 
実施済 

     
18日 

実施済 
年２回 

誘導灯点

検 
     

10日 
実施済 

     
18日 
実施済 

年２回 

恒温恒湿

維持点検 
       

29日 

実施済 
    年１回 

設備機能

の運転操

作及び監

視 

センター開館日に毎日実施          

 

その他検

査 

 

 

その他施設維持に必要な点検等を行う。 

 

 

   その他特記事項 

・ 

 

 

 

  



 

２  北海道立工業技術センターの使用状況に関する事項 

（１）室、試験研究機器ごとの区分別使用件数の状況 

    令和７年度における施設・設備（以下「施設等」という。）の使用件数は１８３件（試験、測

定及び検査機器１２６件、会議室４１件・研修室１６件）であった。 

    

 

機器使用件数  

 
4月  5月  6月  7月  8月  9月  1 0月  1 1月  1 2月  1月  2月  3月  合計  達成率  

計画  1 1  1 1  1 1  1 1  1 2  1 2  1 2  1 2  1 2  1 2  1 2  1 2  1 4 0  9 0 %  

累計  1 1  2 2  3 3  4 4  5 6  6 8  8 0  9 2  1 0 4  1 1 6  1 2 8  1 4 0  
  

実績  10 8 18 9 7 18 18 4 7 8 6 13 1 2 6  

累計  12 18 36 45 52 70 88 92 99 107 113 126 
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                                     会議室使用件数 

 

 
4月  5月  6月  7月  8月  9月  1 0月  1 1月  1 2月  1月  2月  3月  合計  達成率  

計画  1 3 3 3 3 2 3 2 3 2 2 1 28 1 4 6 %  

累計  1 4 7 10 13 15 18 20 23 25 27 28 
  

 
実績  1 1 3 2 5 4 5 5 2 1 4 8 41 

累計  1 2 5 7 12 16 21 26 28 29 33 41 
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計画
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研修室使用件数 

 

 
4月  5月  6月  7月  8月  9月  1 0月  1 1月  1 2月  1月  2月  3月  合計  達成率  

計画  1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 1 3 3 %  

累計  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
  

 
実績  0 0 1 0 2 3 2 3 1 1 0 3 16 

累計  0 0 1 1 3 6 8 11 12 13 13 16 
  

 

      

 

（２）使用の承認及び取消し等の状況 

    令和７年度に受理した使用申込のうち、令和８年１月２１日(水) 研修室にて開催予定であっ

た研修会「XR(クロスリアリティ)体験セミナー」について、当日午前、講師搭乗予定の航空機が

天候不良により欠航。当該研修会は展示機器を用いて XR を実体験することが主目的であり、

Web での開催は難しいことから開催中止とし、使用取り消しとなった。その後、講師と調整を図

り、令和８年３月１０日(火)に開催日を変更して再度開催する運びとなった。 

     

 

（３）使用料金の減免に係る減免区分別の申請件数及び減免の件数等 

    令和７年度における、使用料金の減免申請は０件であった。 
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３ 使用料の収入の実績に関する事項    

    令和７年度の北海道立工業技術センター施設等の使用料収入は、１,８１２,８２０円（試験、

測定及び検査機器１，４０８，０７０円、会議室・研修室４０４，７５０円）であった。なお、

徴収した使用料は、当日中あるいは金融機関の翌営業日（又は工業技術センターの開館日）に納

入した。  

 

使用料金収入 

                                                        （単位：千円）  

 
4月  5月  6月  7月  8月  9月  1 0月  1 1月  1 2月  1月  2月  3月  合計  

実績  184 95 205 133 162 305 203 107 77 94 84 163 1812 

累計  184 279 484 617 779 1084 1287 1394 1471 1565 1649 1812 
 

    

     

 

 

参考資料 

        別紙－１ 使用料徴収実績報告書 
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４ 管理に係る経費の収支状況に関する事項  

（１）年間収支計画（指定管理業務に係る収入（使用料金等）及び支出（業務に係る経費等）の年間   

計画）の実績 

北海道立工業技術センターの指定管理業務に係る収入は、北海道からの負担金のみ 

 

     （単位：円） 

年次収支計画・実績書 

 

当初予算額 

 

流用･補正額 

 

流用･ 

補正後予算額 

精算額 

 

収入 道負担金収入 22,097,000 0 22,097,000 22,097,000 

支出 給料 4,364,000 -1,609,169 2,754,831 2,225,200 

 委託料 12,909,000 165,336 13,074,336 13,074,336 

 需用費消耗品 950,000 -270,877 679,123 679,123 

 需用費修繕費 1,198,000 1,105,043 2,303,043 2,303,043 

 役務費手数料 1,400,000 665,083 2,065,083 2,065,083 

 使用料・賃借料 77,000 17,312 94,312 94,312 

 

 

福利厚生費 

租税公課 

693,000 

506,000 

-212,955 

140,227 

480,045 

646,227 

164,119 

646,227 

 合計 22,097,000 0 22,097,000 21,251,443 

     収支差額 845,557 

 

  

 

 

 

 

 

 



（ ２ ）年間収支の月別計画に関する実績

　　　（単位：千円）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 　計 備考

道負担金収入 5,524 0 0 5,524 0 0 5,524 0 0 5,525 0 0 22,097
収 5,525 5,524 5,524 5,524 22,097

一時借入金 0
0

入 5,524 0 0 5,524 0 0 5,524 0 0 5,525 0 0 22,097
5,525 0 0 5,524 0 0 5,524 0 0 5,524 0 0 22,097

人件費 364 364 364 364 364 364 364 364 363 363 363 363 4,364 外部事業
445 445 445 0 445 445 0 0 0 0 0 0 2,225 振替あり

委託料 設備管理等 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 7,656
0 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 1,276 7,656

清掃 210 210 210 210 210 210 210 210 210 210 211 211 2,522
0 210 210 210 210 210 210 210 210 210 210 421 2,521

ボイラー保守 715 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 715
828 0 0 0 45 0 0 0 0 45 0 0 918

警備 74 75 74 75 75 75 75 75 75 75 75 75 898
0 150 75 0 150 0 150 0 75 149 0 150 899

支 電気保守 28 29 28 29 28 29 28 29 28 29 29 29 343
0 28 28 28 28 29 28 29 28 28 29 58 341

除雪 0 0 0 0 0 0 0 0 221 185 221 148 775
0 0 0 0 0 0 0 0 0 149 365 226 740

需用費消耗品費 ボイラー薬品等 19 79 117 139 79 80 80 41 79 79 79 79 950
0 185 4 53 7 164 106 45 11 1 89 14 679

需用費修繕費 建物修繕費 0 99 99 198 99 99 109 99 99 99 99 99 1,198
0 916 715 0 55 0 61 88 0 146 0 322 2,303

出 役務費手数料 塵芥運搬 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 336
0 39 52 76 38 35 35 28 29 54 0 56 442

敷地除草等 55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 660
0 0 341 59 0 20 0 836 0 0 0 0 1,256

その他検査等手数料 4 4 4 4 4 160 4 4 204 4 4 4 404
0 0 0 0 0 19 0 0 59 7 0 282 367

役務費通信運搬費 電話料金 0
0

郵送・運送料 0
0

使用料・賃借料 玄関マット、公用車等 6 6 7 6 6 7 6 6 7 6 7 7 77
0 7 7 15 6 13 0 7 6 19 0 14 94

業務管理費 福利厚生費等 57 58 57 58 57 58 58 58 58 58 58 58 693 外部事業
0 20 29 0 34 20 27 -19 22 2 0 29 164 振替あり

租税公課 消費税 0 0 0 0 0 274 0 0 197 0 0 29 528
0 0 0 0 0 0 0 273 0 0 0 373 646

2,198 1,645 1,681 1,804 1,643 2,077 1,655 1,607 2,262 1,829 1,867 1,823 22,091
1,273 2,638 2,544 1,079 1,656 1,593 1,255 2,135 1,078 1,448 1,331 3,221 21,251
3,326 1,681 0 3,720 2,077 0 3,869 2,262 0 3,696 1,829 6
4,252 1,614 -930 3,515 1,859 266 4,535 2,400 1,322 5,398 4,067 846

※上段：計画　、　下段：実績

年　次　収　支　計　画　・　実　績　書

収支差額（収入累計－支出累計）

科　目

指定管理事業費計

指定管理事業収入計



 

（３）年間収支計画に関する内訳、注記その他必要な事項 

     特記事項なし 

 

５ 管理の目標に係る達成状況に関する事項 

（１）管理の目標の達成状況 

達成目標 

 

基準年 

Ｒ２ 

指標値 

 

実績 

 

達成率 

 

①会議室・研修室の有料使用者数の増加  

会議室  

        研修室 

 

29 

8 

 

28 

12 

 

41 

16 

 

146.4% 

133.3% 

②試験研究機器の有料使用者数の増加  

 

138 

 

140 

 

126 

 

90.0% 

 

③会議室・研修室使用者満足度向上  

 

70％ 

以上 

70％ 

以上 

70％ 

以上 

100.0% 

 

④試験研究機器使用者満足度向上 

 

70％ 

以上 

70％ 

以上 

70％ 

以上 

100.0% 

 

⑤使用者等事故発生件数年間０件維持  

 

0 

 

0 

 

1件  

 

0% 

 

⑥研究開発業務等の重大な支障年間０件維持  

 

0 

 

0 

 

0 

 

100.0% 

 

 

 

（２）目標達成のため講ずべき措置等の実施状況 

年次業務計画書で計画した内容 左記の実施状況 

当財団のパンフレット、ホームページ、ニュー

スにより施設や試験研究機器の使用をＰＲする

とともに、研修事業において試験研究機器を紹

介するなど、多面的な広報を行う。 

ホームページを用いて研修会開催や導入機器紹

介等の情報を発信したほか、メールマガジンを

用いて広報に努めた。 

   

６ その他知事が必要と認める事項 

 （１）北海道が実施した満足度調査の結果及びこれに対する改善措置等の状況 

        令和７年度に実施した満足度調査により改善を要する事項はなし。 

 

 （２）指定管理者が自ら実施した利用者ニーズの把握のための取組の実績、苦情・意見等の内   

容及び対応の概要 

        食品加工、機械電子等に係わる検査技術等、年間約６９３件の個別技術相談及び巡回技術

相談において、持ち込まれた相談の解決に向けての助言を行い、適切なセンター設備の使用

等を勧めると共に、その他のニーズ把握調査を行った。 

 

  （３）その他必要な事項 

     特になし。 
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